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（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
「医療機関における感染制御に関する研究」 

分担研究報告書 
 

薬剤耐性菌に関する自治体の検査体制構築の支援に関する研究 
 
 研究分担者 柴山 恵吾  国立感染症研究所 細菌第二部 
   研究協力者  鈴木 里和  国立感染症研究所 細菌第二部 
               松井 真理  国立感染症研究所 細菌第二部  
 

研究要旨 我が国の地方衛生研究所における薬剤耐性菌の検査体制が十分に構築されてい
ない背景には、これまで感染症法等の法令や制度上の制限により、検査実績が少なかった事
が考えられる。近年、薬剤耐性菌対策が公衆衛生上の重要施策であるとの認識が高まってお
り、行政的な枠組みが整備されつつあるため、地方衛生研究所の検査担当者を対象とした薬
剤耐性菌研修会を開催し、研修プログラムの内容について検討した。有用な研修プログラム
としては,薬剤感受性パターンから耐性機序を推定する方法ではなく、薬剤耐性菌の遺伝子
検査とその解釈方法を中心としたものであると考えられた。一方、平成２６年にはカルバペ
ネム耐性腸内細菌科細菌感染症が感染症法の報告対象疾患に追加され、国立感染症研究所へ
の薬剤耐性菌の行政依頼検査件数も過去最多となった。今後、地方衛生研究所における薬剤
耐性菌検査の需要は高まると考えられる。必要とされる検査項目や検査体制は、地域や各研
究所によって異なるため、今年度開催した、標準的な研修会のほか、地域ごとの現状を把握
し、より柔軟な技術支援を行うことが必要と思われた。 
 

 
A. 研究目的 
 地方衛生研究所は、感染症法にもとづく感染
症発生動向調査の対象疾患の病原体を取り扱
う事が多く、それ以外の病原体の検査体制を構
築することは制度上困難であることが多い。さ
らに、現在問題となっている薬剤耐性菌の多く
は院内感染や日和見感染症の原因病原体であ
り、市中感染症を長く取り扱ってきた保健所や
地方衛生研究所では対応経験が少ない。しかし、
近年、薬剤耐性菌対策が公衆衛生上の重要施策
であるとの認識が高まり、院内感染事例におい
て地方衛生研究所が病原体検査を担う事が増
えるなど、薬剤耐性菌の検査体制構築の需要が
高まってきている。 
 現時点では薬剤耐性菌の検査を地方衛生研
究所で行うための行政的な枠組みが十分に整
備されてはいない。しかし今後整備が進んだ際
には、実施できるよう準備しておくことが望ま
しく、事前に研修等による技術の普及に努める
ことが必要である。 
薬剤耐性菌の検査には様々な手法があり、か

つ、耐性菌の種類も多様である。ウイルス等他
の病原体の検査なども合わせて担当している

ことのある地方衛生研究所の検査担当者にそ
れらを包括的に理解し、かつすべての検査を実
施するよう求めることは非現実的である。一方
で、医療機関の臨床検査技師、特に細菌を専門
とする担当者は、臨床検体由来の様々な薬剤耐
性菌を検査したり、関連学会で知識・技術を取
得したりする機会が多い。そのため、抗菌薬に
対する感受性パターンから薬剤耐性機序を推
測するなど、高い専門性を有すること多いもの
の、PCR 法による耐性遺伝子の検出や分子タイ
ピング解析などは設備は費用の面から実施で
きないことが多い。医療機関が地方衛生研究所
に求める薬剤耐性菌の検査は、これらの遺伝子
検査であると考えられる。そこで、受講者が自
施設において、これらの薬剤耐性菌の遺伝子検
査体制を整備する際に有用と思われる研修プ
ログラムの作成を試みた。 
 
B. 研究方法 
 これまで薬剤耐性菌の検査を実施していな
かった地方衛生研究所の検査担当者を中心に、
薬剤耐性菌研修を実施した。研修参加者から、
現在の検査体制および今後の展望、薬剤耐性菌
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研修に関する要望などを聞き取り、ニーズにあ
った研修プログラムを作成した。 
 参加者は、薬剤耐性菌研修について問い合わ
せをしてきた自治体関係者の他、過去に国立感
染症研究所細菌第２部に薬剤耐性菌の行政検
査を依頼した自治体や過去の当部における薬
剤耐性菌研修参加者を介して募集した。研修実
地場所は、細菌第２部 1 室の実験室とし、1 回
の受講者は６名を上限とした。 
 また、平成２６年９月より感染症法の届け出
疾患にカルバペネム耐性腸内細菌科細菌(CRE)
感染症が追加された。これに伴う行政検査の依
頼件数についても検討した。 
倫理面への配慮  
該当せず 

 
C. 研究結果 
 1．研修実施概要 
 表 1に示すように平成２６年度に計４回の研
修を実施し、２０自治体より２３名が参加した。
遠方からの参加者を考慮し、研修は３日間とし、
1 日目の午後開始、２日目は全日、３日目は午
前中までとした。研修日程および概要決定後、
参考資料に示すような実施要項を作成した。 
 2．研修内容 
 地方衛生研究所において微生物検査を実施
する担当者は、医療機関の臨床検査技師とは異
なる技術特性を持っており、PCR などの核酸増
幅法やパルスフィールド電気泳動法（PFGE）に
よるタイピング解析に関する手技に習熟して
おり、検査設備も整備されている。薬剤感受性
試験は、ディスク法で実施している事が多く、
医療機関に普及している細菌の同定・薬剤感受
性の自動検査機器は使用していない。そのため、
測定している抗菌薬の種類も医療機関のそれ
とは異なる。また、食品など患者（臨床）検体
以外からの病原体の分離を行っている事もあ
る。扱う病原体としては、腸管出血性大腸菌、
キャンピロバクター属などの食中毒関連や、イ
ンフルエンザなど市中感染症の原因となるも
のが多い。一方、多剤耐性アシネトバクターな
どの比較的稀な薬剤耐性菌や Clostridium 
difficile 等の院内感染関連病原体を取り扱う
事は少ない。 
 以上より、研修では①β-ラクタム系抗菌薬
とその臨床的意義についての講義②薬剤感受
性試験および各種阻害剤を用いたβ-ラタクマ
ーゼ産生スクリーニング試験の解釈③分子タ
イピング法、特に PFGE タイピング結果の解釈
④主要な院内感染関連病原に関する座学、の 4

点を主な内容とした。実習は、阻害剤を用いた
β-ラタクマーゼ産生スクリーニング試験のみ
とし、技術的にすでに実施可能な PCR や PFGE
といった分子生物学的手技については行わな
かった。これにより、習熟が必要となるスクリ
ーニング試験の判定結果とその解釈に十分な
研修時間を確保した(図 1、研修プラグラム)。 
 研修最終日には、β-ラタクマーゼ産生スク
リーニング試験の結果から、その菌株が保有し
うるβ-ラクタマーゼ遺伝子を推測してもらう
形式での理解度確認テストを実施した。また、
自施設において速やかに薬剤耐性菌の検査体
制を構築できるよう、PCR 用の陽性コントロー
ルとプロトコール、ボロン酸等の阻害剤、希望
者にはプライマーセットを配布した。 
 3．法令面の整備と行政検査依頼件数 
 平成２６年度は主に院内感染の原因とされ
る薬剤耐性菌の検査について、法令面で整備が
進められた。平成２６年９月の感染症法の改正
により、カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染
症が 5類全数報告疾患に追加された。また、薬
剤耐性アシネトバクター感染症が、定点報告か
ら 5類全数報告疾患に変更となった。さらに感
染症法に基づく病原体サーベイランス体制が
強化された。さらに、薬剤耐性菌レファレンス
センターの設立が検討されつつある。これにつ
いては、臨床微生物学会も同様の活動を検討し
ており、調整中である。 
 図２に薬剤耐性菌に関する行政検査依頼件
数推移を示す。平成２６年（２０１４年）１２
月までに、１６件の約１２０株の行政検査依頼
があった。これは過去１０年間で最も多い件数
であった。また株数も多く、これは平成２６年
３月末に、CRE の大規模な院内感染事例に関し
た行政検査依頼があった事が影響している。こ
の行政検査では一部の株について、プラスミド
解析を行いその結果を報告した。平成２６年１
２月には、この事例を受け、医政局地域医療計
画課課長通知においてプラスミドが関与する
院内感染への注意喚起がなされた。 
 
D. 考察 
 昨年度の検討から、地方衛生研究所における
薬剤耐性菌の検査体制が整備されにくい要因
として、法令面での制限と、検査実績の少ない
ことが考えられた。しかしながら、平成２６年
度は、海外の公衆衛生当局も薬剤耐性菌対策の
必要性について発信し、かつ、国内においても
大規模な院内感染事例が確認されたことから、
法令面および行政的枠組みの整備が急速に進
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んだ。 
 それにより、多くの地方衛生研究所が院内感
染の原因となる薬剤耐性菌の検査体制構築に
従来よりも積極的となっていた。薬剤耐性菌検
査の研修依頼も多く寄せられ、かつ研修参加者
を応募した際も比較的速やかに定員に達した。 
 研修内容については、これまでの研修内容や、
参加者の意見をもとに決定した。ただし、参加
者の薬剤耐性菌検査経験は、これまで細菌の検
査自体をほとんどしたことが無い場合から、す
でに研究目的で地域の医療機関から薬剤耐性
菌を提供してもらいある程度の知識と検査経
験がある場合まで、かなりの幅があった。今後、
研修会実施回数を増やしていく中で、基礎編と
発展編などに分ける等の対応が必要と思われ
た。 
 β-ラクタム薬の概要の講義については、地
方衛生研究所の検査担当者にとって、多くの抗
菌薬の名称を新たに覚える必要のある事が研
修の障害となっていると考えられたため実施
した。講義では、数多あるβ-ラクタム薬のう
ち、臨床的に重要な抗菌薬とその理由について
解説した。さらに、初心者であっても研修内容
の理解が容易となるように、研修で使用する抗
菌薬は必要最小限に絞った 
PFGE タイピングを中心とした分子タイピン

グ法の解釈については、市中感染症、特に食中
毒事例との解釈の考え方の違いのほか、プラス
ミド解析の概要についても情報提供を行った。
さらに、感染症法の対象疾患ではないが、院内
感染関連病原体として重要な C. difficile に
ついての座学を実施した。これは、院内感染の
アウトブレイク事例として保健所等に報告さ
れる可能性の高い病原体であるにもかかわら
ず、保健行政関係者での認知度が低いため、ま
ずは情報提供を目的として実施した。 
今後は、薬剤耐性菌研修参加者を中心に、実

際にどのような耐性菌検査依頼があったのか、
また、検査を実施する中で解決が困難であった
技術的問題点を把握し、対応していく予定であ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

E. 結論 
 地方衛生研究所の検査担当者を対象とした
薬剤耐性菌研修を実施し、需要に即した研修プ
ログラムを作成した。さらに行政的な枠組みの
整備が進んだことより、今後薬剤耐性菌検査体
制の整備が進むことが期待された。 
  
 
G. 研究発表 
1. 論文発表 なし 
2. 学会発表 なし 
 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 なし 
2. 実用新案登録 なし 
3. その他 なし 
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参考試料：薬剤耐性菌
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